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社法学者と法曹実務家の 2名に執筆をお願い
し，既存の学習者向け教材では十分に掘り下げ
られていない論点について，理論と実務の双方か
ら突っ込んだ検討を行うことにしています。これ
により，読者が会社法判例についてより深く学
び，考える契機となれば幸いです。

　近年，会社法の領域では，毎年のように重要
な判例が登場しています。しかし，標準的な教
科書・体系書，あるいは百選等の学習者向け教
材は，紙幅の制約から，個々の判例の説明はご
く簡単なものとなりがちであり，学習者が理解に
困難を来す場合が少なくありません。また，判例
に現れた法律問題を考える上では，関連する法
令の知識だけでなく，背景となる会社実務につい
ての知識・理解が必要とされる場合もあります。
　本企画は，このような問題意識から，会社法
の重要な判例について，1つのテーマについて会
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しかし，権利の実現を時間の流れで捉えると，
まず発生した権利は任意の履行が予定されてい
て，多くの場合（裁判所の関与がなく）任意の履
行で終わります。任意の履行が期待できない場
合に，権利者は裁判所の関与を求めることにな
り，①将来の権利実現のための暫定的措置であ
る民事保全，②権利確定のための民事訴訟，そ
して③確定した権利実現のための民事執行と進
んでいくことになります。実務ではこの時間軸で
思考します。法学部，法科大学院の授業では，
理論を重視し権利実現の基本である民事執行，
応用問題の民事保全の順に採り上げるため民事
執行・民事保全と紹介されるに過ぎません。皆さ
んも実務の目線で，民事保全・民事執行を勉強
してみましょう。

　実務家3名による民事救済法の連載（全 6回）
です。3つの典型的場面（①金銭債権の実現〔第
1回，第 2回〕，②建物明渡しの実現〔第 3回，
第 4回〕，③登記の実現〔第 5回〕）での手続を事
例を用いて具体的に説明していきます（〔第 6回〕
は債務者側の救済を考えています）。対象とする読
者は，手続法を一通り勉強した法科大学院既修1
年生以上ですが，事例中心の連載なので，手続法
を勉強中の学生も頑張ってついてきてください。
　連載タイトルを見て，民事保全と民事執行の
順序が逆ではと違和感を覚えるかもしれません。
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